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　令和６年度決算額 （単位：円）　　

総事業費 臨時交付金充
当額

国庫補助額 その他
（一般財源や
補助対象外

経費等）

1
令和5年度鹿嶋市価格高
騰緊急支援給付金【物価
高騰対策給付金】

生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで，
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５年度分の住民税非課税世帯　（6,722世帯）

R6.4.1 R6.5.31  5,320,000  5,320,000  -  - 

【R５,R６の累計給付金額】　470,540,000円
　・R５年度住民税非課税世帯
　　70千円×6,722世帯=470,540,000円
【R５,R６の累計事務費】　7,535,984円
　・事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務
費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　
人件費　その他　として支出]
のうちR6計画分　5,320,000円
　・給付金額　70千円×76世帯=5,320,000円

個人住民税非課税世帯に対し迅速に給付金を支
給することで，当該世帯の負担軽減につながった。

2 鹿嶋市一体型給付金
総務課

生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで，
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③低所得世帯等の給付対象世帯数（2,693世帯），定額
減税を補足する給付の対象者数（19,953人）

R6.4.1 R7.1.31  583,685,238  583,685,238  -  - 

【R５,R６の累計給付金額】　793,820,000円
　・令和５年度均等割のみ課税世帯
　　100千円×1,549世帯=154,900,000円
　・令和６年度非課税化世帯
　　100千円×792世帯=79,200,000円
　・令和６年度均等割のみ課税化世帯
　　100千円×352世帯=35,200,000円
　・子ども加算
　　50千円×1,093人=54,650,000円
　・定額減税を補足する給付
　　対象者19,953人　給付額469,870,000円
【R５,R６の累計事務費】　24,675,238円
　・事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務
費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　
人件費　その他　として支出]
のうちR6計画分　583,685,238円
　・給付金額　566,320,000円
　・事務費　17,365,238円

低所得世帯等に対し迅速に給付金を支給すること
で，当該世帯の負担軽減につながった。

3
令和6年度鹿嶋市価格高
騰緊急支援給付金

生活福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで，
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③低所得世帯等の給付対象世帯数（6,797世帯）

R7.4.1 R8.2.13  261,145,000  261,145,000  -  - 

【給付金額】　216,850,000円
　・令和６年度住民税均等割非課税世帯
　　30千円×6,797世帯=203,910,000円
　・子ども加算
　　20千円×647人=12,940,000円
【事務費】　17,507,939円
　・事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務
費（郵送料等）　業務委託料　使用料及び賃借料　
人件費　として支出]
【R６計画未記載事業充当分】　26,787,061円
　・定額減税を補足する給付（うち不足額給付）

低所得世帯等に対し迅速に給付金を支給すること
で，当該世帯の負担軽減につながった。

4 学校給食費支援事業
学校給食セン

ター

①原油価格・物価高騰等の影響を受けている子育て世
帯の負担軽減のため，高騰する食材費の増額分の負担
を支援し，給食費の保護者負担を軽減する。
②学校給食賄い材料費（教職員は除く）
③保護者（鹿嶋市）

R6.4.1 R7.3.31  53,789,277  48,000,000  -  5,789,277 

１日あたりの予定金額　250円
実績１日あたりの金額　約306.1円
　∴約56.1円の増
56.1円×1日の提供数4,892人×給食回数196回
≒53,790千円

子育て世代である，市立幼稚園・小中学校，市内
県立附属中学校保護者の経済負担軽減に寄与す
ることができた。

5
公立保育施設給食費支
援事業

幼児教育課

①高騰する給食賄材料費の増額分を補てんし給食費を
維持するすることで，物価高騰の影響を受ける公立保育
所等へ通園している子育ての世帯の生活を支援する。
②公立保育所等において子育て世帯への支援補填分と
して保育園給食経費の賄材料費（職員は除く）
③１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（鹿嶋市）

R6.4.1 R7.3.31  2,075,564  1,320,600  -  754,964 

公立保育施設4施設の賄い材料費の高騰分　
2,705,564円

公立保育所等に通う子どもの給食費等の引き上げ
を抑えるため，賄い材料費の増額分に交付金を充
当することで，子育て世帯の負担軽減が図られた。

6
民間保育施設給食費支
援事業

幼児教育課

①物価高騰の影響を受けている保育施設の給食関係費
用を補てんし，給食費負担額を維持することで，物価高
騰の影響を受ける民間保育所等へ通園している子育て
世帯の生活を支援する。
②民間保育所等において徴収される給食費等の増額補
填分として，保育所等に対する補助金（職員は除く）
③１号及び２・３号認定子どもを持つ保護者（民間保育所
等）

R7.3.18 R7.3.31  8,909,400  8,909,400  -  - 

私立保育施設21施設の賄い材料費の高騰分
8,909,400円

民間保育所等に通う子どもの給食費等の引き上げ
を抑えるため，各施設に対して増額分を支援するこ
とで，子育て世帯の負担の軽減が図られた。
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7
体育施設のエネルギー価
格高騰対策支援事業

スポーツ推進課

①電気料金をはじめとしたエネルギー価格の高騰を受け
て，体育施設の光熱費等が増加している。この高騰分に
充当することで，安定的な市民サービスを提供する。
②市民が利用する体育施設の光熱水費等のエネルギー
価格の高騰分
③市民が利用する公共施設（委託事業者）

R6.4.1 R7.3.31  5,800,000  700,000  -  5,100,000 

高騰分　5,800,000円
　(1)カシマスポーツセンター電気料　1,609千円
　(2)高松緑地運動施設他電気料　1,256千円
　(3)高松緑地温水プール蒸気代　2,027千円
　(4)いきいきゆめプール電気料　908千円

市民が利用する体育施設の光熱水費等のエネル
ギー価格の高騰分に交付金を充当することで，施
設利用者の負担を増やすことなく，安定的な市民
サービスの提供をすることができた。


